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● 防火対象物の用途区分の見直し【平成２７年４月1日施行】 

  「平成２５年１２月２７日改正法令等の概要」にもありましたスプリンクラー設備の設置基準の見

直しに関連して、消防法施行令（以下「令」）別表第１（６）項に規定する施設が明確化されました。 

令別表第1（６）項ロ 

(1)

・老人短期入所施設 

・養護老人ホーム 

・特別養護老人ホーム 

・介護老人保健施設 

・老人短期入所事業を行う施設 

・認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設 

(2) ・救護施設

(3) ・乳児院

(4) ・障害児入所施設

(1) (5) 

・軽費老人ホーム

・有料老人ホーム

・その他これらに類する

ものとして総務省令で

定めるもの（※１）

・小規模多機能型居宅

介護事業を行う施設

・障害者支援施設 

・障害者の短期入所施設 

・障害者の共同生活援助を行う施設

※１ 業として入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練又は看護若しくは療養上の管理その他の医療を提供する施設です。（令別表第１（６）

項イに掲げるものを除く。）「業として」とは、報酬の有無にかかわらず、介護保険制度外の事業などの法定外の福祉サービスを自主事

業として提供するものも含みます。 

※２ 入居とは、居住し生活していることです。

※３ 宿泊とは、自宅等の居住場所以外で泊まることをいうもので、緊急時に宿泊者を受け入れる事業（宿泊期間を問わず。）を前提として

いるものは宿泊サービスとみなします。なお、通常は宿泊者を受け入れていませんが、人道上やむを得ず緊急避難的に宿泊させる場合

については、それに該当しません。 

※４ 障害者支援区分に係る市町村審査会による審査及び判定基準に関する省令（平成２６年厚生労働省令第５号）第１条第１項に定める

障害支援区分をいいます。 

※５ 新潟市福祉部障がい福祉課に相談して下さい。

※６ 要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平成１１年厚生省令第５８号）第１条第 1 項に定め

る要介護状態区分をいいます。 

※７ 令別表第１（６）項ロとなる蓋然性が高い防火対象物ですが、入居者等の要介護・障害支援区分により入居等の制限をすることによ

り（6）項ハとする防火対象物については、「消防法施行令の一部改正に係る用途判定等の運用について（平成２６年１２月２４日付け

新消査第１１０号、新消設第１４２号）」の別紙「社会福祉施設等事業概要確認書」を所轄の消防署等に提出して下さい。そのうえで消

防署等が判断します。なお、入居者等が短期間に入れ替わる等の事情により用途が定まらない場合は、前述の通知の５ 用途判定等に

おける留意事項（３）により判定します。 

※８ 施設又は事業の名称から一律に（６）項ロ又はハとすることなく、市福祉部局（新潟市福祉部高齢者支援課又は福祉部障がい福祉課）

になされた届出等を考慮しつつ、営業形態、サービスの内容、利用者の避難困難性、事業者の受入れ体制等の事業内容を十分に把握し、

総合的に火災危険性を勘案した上で、用途の判断を行います。 

※９ 利用実態の変化により令別表第１（6）項ハから（６）項ロとなる場合、新たに消防用設備等の設置が必要となるため、あらかじめ必

要となる消防用設備等の設置を検討して下さい。

入居させるものか。（※２） 宿泊させるものか。（※３）

要介護状態区分（※6）
３以上の者がいるか。

要介護状態区分３以上
の者を入居させる居室
の定員が施設全体の定
員の半数以上か。（※7）

要介護状態区分（※6）
３以上の者がいるか。

要介護状態区分３以上の
者が宿泊サービス利用者
全体の半数以上か。（※7）

障害支援区分（※４）
の認定を受けていな
い者がいるか。 

障害支援区分４以
上の者がいるか。 

障害支援区分４以
上の者が8割を超
えるか。 

福祉部局（※５）と相談し、
障害支援区分を判断する。

はい はい 
はい 

いいえ いいえ 
いいえ 

いいえ 
いいえ いいえ はい はい 

はい 

はい はい はい いいえ いいえいいえ 

（６）項ロ（６）項ハ （６）項ハ （６）項ロ

はい 
いいえ 
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● スプリンクラー設備の設置基準の見直し【平成２７年４月１日施行】 

令別表第 1（６）項ロに掲げる防火対象物又はその部分については、従前、延べ面積 275 ㎡以上

から設置義務がありましたが、この改正により、延べ面積によらずスプリンクラー設備の設置が必要

となりました。併せて、火災発生時の延焼を抑制する機能を備える構造として総務省令で定める構造

（改正消防法施行規則（以下、「規則」）12条の２関係）が改正されました。 

令別表第１（６）項ロ 

(2) 救護施設 

(4) 障害児入所施設 

(5)
障害者支援施設 
障害者の短期入所施設 

障害者の共同生活援助を行う施設 

令別表第１（６）項ロ 

(1)

老人短期入所施設 

養護老人ホーム 
特別養護老人ホーム 
軽費老人ホーム 

有料老人ホーム 
介護老人保健施設 
老人短期入所事業を行う施設 

小規模多機能型居宅介護事業を行う施設 
認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設 
その他これらに類するものとして総務省令で定めるもの 

(3) 乳児院 

介助がなければ避難できない者として総

務省令で定める者を主として入所させる

もの。  ⇒ ６ページ参照 

スプリンクラー設備又は特定施設

水道連結型スプリンクラー設備 

設置義務あり 

設置義務なし 

はい いいえ 

いいえ はい 

改正令施行（平成２７年４月1日）の際に、現に存する防火対象物か。 

「特例要件２」 

規則第 12 条の２第１項で規定するスプリンクラー

設備を設置することを要しない構造か。 

いいえ 

はい

いいえ はい 

いいえ 

令別表第１（６）項ロ防火対象物又はその部分 

基準面積（※）1000㎡以上 従前のとおり 
はい 

いいえ 

延べ面積275㎡未満 
いいえ 

延べ面積100㎡未満 

はい

「100㎡未満」 
７ページへ 

従前のとおり 

はい 

令別表第１（１６）項イ（同表（５）項ロ及び（６）項ロ
の用途以外の用途に供される部分が存しないもの）である。

いいえ 

はい 

「特定住戸部分」 
９ページへ 

※ 防火上有効な措置が講じられた構造を有するものとして総務省令で定める部分以外の床面積の合計をいいます。 

⇒ 次ページ参照

⇒ １２ページ参照
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規則第12条の２第１項及び第２項で規定するスプリンクラー設備を 

設置することを要しない構造の判定 

（延べ面積275㎡未満） 

次ページ 構造イメージ参照

当該防火対象物又はその部分の居室を準耐火構造の壁及び床で区画したもの。 

入居者等の利用に供する居室（※１）が避難階のみに存する防火対象物である。 

壁及び天井の室内に面する

部分の仕上げ 

(1) 地上に通ずる主たる廊下

その他の通路にあっては準

不燃材料としたもの 

(2) その他の部分にあっては

難燃材料としたもの 

はい
いいえ

居室を壁、柱、床及び天井で区画（※２）し、出入口に戸（随時開くことができる

自動閉鎖装置付きものに限る。）を設けたもので、次の(1)～(5)までの全てに適合する

もの 

(1) 自動火災報知設備の感知器は、煙感知器であること。 

(2) 入居者等の利用に供する居室に、火災発生時に当該施設の関係者が屋内及び屋外

から容易に開放することができる開口部（※３）を設けること。 

(3) (2)の開口部は、道又は道に通ずる幅員１ｍ以上の通路その他の空地に面したも

のであること。 

(4) (2)の開口部は、その幅、高さ及び下端の床面からの高さその他の形状が、入居

者等が内部から容易に避難することを妨げないもの（※４）であること。 

(5) 入居者等の利用に供する居室から 2 以上の異なった避難経路（※５）を確保し

ていること。

入居者、入所者又は宿泊者（入居者等）の避難に要する時間として消防庁長官が

定める方法により算定した時間が、火災発生時に確保すべき避難時間として消防庁

長官が定める時間を超えないもの。 ⇒ ５ページ参照 

（2014 避難限界時間判定ソフト エクセルファイルにて自動計算できます。） 

いずれか選択 

区画する壁及び床の開口部の合計が８㎡以下であり、かつ、一の開口部の面積が４㎡以下である。

区画する壁及び床の開口部には、防火戸（廊下と階段とを区画する部分以外の開口部にあっては、防

火シャッターを除く。）で、随時開くことができる自動閉鎖装置付きのもの、又は、次に定める構造の

ものを設けたものであること。 

(1) 随時閉鎖することができ、かつ、煙感知器の作動と連動して閉鎖すること。 

(2) 居室から地上に通ずる廊下、階段その他の通路に設けるものにあっては、直接手で開くことがで

き、かつ、自動的に閉鎖する部分を有し、その部分の幅、高さ及び下端の床面からの高さが、それ

ぞれ、７５ｃｍ以上、1.8ｍ以上及び１５ｃｍ以下であること。

区画された部分すべての床の面積が１００㎡以下であり、

かつ、区画された部分の全てが４以上の居室を含まない。

はい

はい

はい

はい

はい

はい

はい

スプリンクラー設備を設置

することを要しない構造に

該当

スプリンクラー設備を設置

することを要しない構造に

非該当

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

スプリンクラー設備を設置

することを要しない構造に

非該当

いいえ

※１ 居室のうち、職員が使用するための事務室、会議室などは除きます。 

※２ 壁及び天井等により構成されるものをいい、襖、障子、カーテン又はパーティション等により間仕切りされるものは、

これにあたりません。 

※３ 屋内から直接地上へ通ずる窓、扉その他の開口部で、屋外からの鍵の使用や自動火災報知設備との連動により解錠する

もの等破壊せずに解錠できるものです。 

※４ 「掃き出し窓」を想定しているものですが、その幅、高さ及び下端の床面からの高さについては、当該居室の入居者の

避難に際して器具を使用する場合などを勘案し、避難、救出が容易である大きさ、構造の開口部をいいます。 

※５ 当該防火対象物の廊下や玄関、勝手口を経て屋外へ到達することができる経路と施行規則第12条の２第２項第２号ロに

より設けられた開口部を介して屋外へ到達することができる経路をいいます。 
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１ 区画する壁及び床の開口部の合計が８㎡以下であり、

かつ、一の開口部の面積が４㎡以下である。 

２ 区画する壁及び床の開口部には、防火戸（廊下と階段

とを区画する部分以外の開口部にあっては、防火シャッ

ターを除く。）で、随時開くことができる自動閉鎖装置

付きのもの又は次に定める構造のものを設けたもので

あること。 

(1) 随時閉鎖することができ、かつ、煙感知器の作動と

連動して閉鎖すること。 

(2) 居室から地上に通ずる廊下、階段その他の通路に設

けるものにあっては、直接手で開くことができ、かつ、

自動的に閉鎖する部分を有し、その部分の幅、高さ及

び下端の床面からの高さが、それぞれ、７５ｃｍ以上、

1.8ｍ以上及び１５ｃｍ以下であること。

 当該防火対象物又はその部分の居室を

準耐火構造の壁及び床で区画したもの 

・壁及び天井の室内に面する部分の仕上げ 

(1) 地上に通ずる主たる廊下その他の通路にあっては準

不燃材料 

(2) その他の部分にあっては難燃材料でしたものである

こと。 

区画された部分すべての床の面積が１００㎡以下

であり、かつ、区画された部分全てが４以上の居室を

含まない。

準耐火構造 

準不燃材料 

難燃材料 

規則第12条の２第１項及び第２項で規定する 
スプリンクラー設備を設置することを要しない構造イメージ 

廊下

居室 

床面積30㎡

共用室（居室に該当） 居室 

床面積30㎡

居室 

床面積30㎡

居室 

内装制限をしない場合（規則第１２条の 2第 1項第 1号ロただし書） 

入居者等の利用に供する居室が避難階のみであって、下記(1)～(7)の全てに該当するもの。 

(1) 居室を壁、柱、床及び天井で区画し、出入口に戸（随時開くことができる自動閉鎖装置付きものに限る。）を設ける。 

(2) 自動火災報知設備の感知器は、煙感知器である。 

(3) 入居者等の利用に供する居室に、火災発生時に当該施設の関係者が屋内及び屋外から容易に開放することができる開口

部を設ける。 

(4) (3)の開口部は、道又は道に通ずる幅員１ｍ以上の通路その他の空地に面したものである。 

(5) (3)の開口部は、入居者等が内部から容易に避難することができる。 

(6) 入居者等の利用に供する居室から2以上の異なった避難経路を確保している。 

(7) 入居者、入所者又は宿泊者（入居者等）の避難に要する時間として消防庁長官が定める方法により算定した時間が、火

災発生時に確保すべき避難時間として消防庁長官が定める時間を超えない。⇒ 次ページ参照

凡例 

凡例 
(1)

(2)
(3)

(6)

(4)

倉庫 居室 共用室居室 居室 

Ｓ

廊下

屋外

空地（幅員１ｍ以上）

Ｓ 煙感知器 

ＳＳＳ Ｓ

二方向避難
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入居者等（入居者、入所者又は宿泊者）の避難に要する時間として消防庁長官が定める方法により

算定した時間が、火災発生時に確保すべき避難時間として消防庁長官が定める時間を超えないもの 

（2014 避難限界時間判定ソフト エクセルファイルにて自動計算できる。） 

入居者等の避難に要する時間 

１ 入居者等が避難を開始するまでに要する時間 

施設の延べ面積（単位 ㎡）の平方根を３０で除して得た値（単位 分） 

２ 入居者等が屋外までの避難を終了するまでに要する時間 

次の(1)～(3)までに掲げる区分に応じ、当該区分に掲げる時間を合算した時間 

(1) 入居者等の存する各居室に介助者が至るのに要する時間 

各居室からの避難経路上の移動距離を次のイ～ハまでに掲げる介助者の移動速度で除して得た

時間を合算した時間 

イ 介助者の移動速度（階段上り） 分速 54ｍ 

ロ 介助者の移動速度（階段下り） 分速 72ｍ 

ハ 介助者の移動速度（階段以外における移動） 分速 120ｍ 

(2) 介助用具が必要な入居者等がそれぞれ乗り換え等の準備に要する時間 

介助用具等が必要な入居者等の数（２に満たない場合は２とする。）に 0.5（単位 分）を乗じ

て得た時間を合算した時間 

(3) 入居者等を屋外まで介助して避難させるのに要する時間 

各居室からの避難経路上の移動距離を介助された入居者等の移動速度（分速３０ｍ）で除して得

た時間を合算した時間 

＋ 

入居者等の避難に要する時間 火災発生時に確保すべき避難時間 

壁及び天井の室内面する部分の仕上げを難燃材料でしたもの 

次の式に当てはまるもの 

居室の床面積×（床面から天井までの高さ（※１）

－1.8ｍ）≧２００㎥

３分 

火災発生時に確保すべき避難時間 

いいえ はい

次の式に当てはまるもの 

居室の床面積×（床面から天井までの高さ（※１）

－1.8ｍ）≧２００㎥

５分 ４分 

避難時間計算の特例要件（※２）

(1)及び(2)の要件をいずれも満たすもの

(1) 各居室の天井又は壁の上部（天井から

80cm以内の距離にある部分をいう。）の

開口部の面積が、当該居室の面積の50分

の１以上であること。  

(2) 開口部は、当該居室から出火した場合に

容易かつ確実に開放できるもの（遠隔操作

により開放できる等）であること。 

＋ 

＋ 

※１ 傾斜、段差天井の場合は平均の高さとします。 

※２ 「特例基準適用申請書」を２部用意し、確認申請提出先の所轄の消防署等に提出して下さい。 

避難時間計算の特例要件（※２）

(1)及び(2)の要件をいずれも満たすもの

(1) 各居室の天井又は壁の上部（天井から

80cm以内の距離にある部分をいう。）の

開口部の面積が、当該居室の面積の50分

の１以上であること。  

(2) 開口部は、当該居室から出火した場合に

容易かつ確実に開放できるもの（遠隔操作

により開放できる等）であること。 

いいえ はい 

はい いいえ 

はい いいえ 

はい いいえ 
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令別表第１（６）項ロ 

(2) 救護施設に入所する者

(4) 障害児入所施設に入所する者

令別表第１（６）項ロ（障害支援区分４以上の者に限る。）

(5)

障害者支援施設に入所する者 

障害者の短期入所施設に入所する者 

障害者の共同生活援助を行う施設に入所する者

№
認定調査項目（障害支援区分に係る市町村審査会による審査及び判定の基準等に関する省令

（平成26年厚生労働省令第5号）別表第１に掲げる項目をいう。） 

１ ３の群「移乗」において、「支援が不要」又は「見守り等の支援が必要」に該当しない者 

２ ３の群「移動」において、「支援が不要」又は「見守り等の支援が必要」に該当しない者

３ ６の群「危険の認識」において、「支援が不要」又は「部分的な支援が必要」に該当しない者

４ ６の群「説明の理解」において、「理解できる」に該当しない者

５ ８の群「多動・行動停止」において、「支援が不要」に該当しない者

６ ８の群「不安定な行動」において、「支援が不要」に該当しない者

介助がなければ避難できない者として総務省令で定める者を主として入所させるもの 

（規則第１２条の３） 

介助がなければ避難できない者として総務省

令で定める者を主として入所させるものに 

該当

はい 

障害支援区分未設定の要介助者①～③及び上記№１～６のいずれかに該当する者の総数が、利用者の8割以上いる。（※３）

介助がなければ避難できない者として総務省

令で定める者を主として入所させるものに 

非該当

いいえ 

障害支援区分４以上の認定を受けている。 
はい 

いいえ 

※１ すべての入所者に対して行わなければならないものではなく、介助がなければ避難できない者が施設の利用者の

８割未満であるという基準に沿って、スプリンクラー設備の設置を要しないということを証明するのに必要な人数

の確認で足りるものです。

※２ 学齢期とは学校に就学して教育を受けることが適切とされる年齢のことで、満6歳の誕生日以後の最初の4月1日

から9年間（満15歳に達した日以後の最初の3月31日まで）が該当します。 

※3 「介助がなければ避難ができない者として総務省令で定める者を主として入所させるもの」になる蓋然性が高い防

火対象物であって、かつ、入居者等の管理によって「介助がなければ避難ができない者として総務省令で定める者

を「主として」入所させるもの」にしない場合は、１ページ※７通知の別紙「社会福祉施設等事業概要確認書」を

管轄する消防署に提出（２部受け付け、１部を返却します。）して下さい。 

「介助がなければ避難できない者として総務省令で定める者」の確認については、必要に応じて市町村へ開示請求

等したものを基に判断して下さい。 

いいえ 

障害支援区分未設定の要介助者（※１）

① 都道府県により確認される事項のうち、各施設の介助がな

ければ避難できない者の人数に関する情報に基づく、介助が

なければ避難できない者 

② 乳児、幼児 

③ 学齢期（※２）以上で、介助なしで通学又は日中活動支援

への参加等のための外出ができない者 

はい 

介助がなければ避難できない者と

して総務省令で定める者に非該当
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令別表第１（６）項ロ 

(2) 救護施設 

(4) 障害児入所施設 

(5)

障害者支援施設 

障害者の短期入所施設 
障害者の共同生活援助を行う施設 

令別表第１（６）項ロ 

(1)

老人短期入所施設 
養護老人ホーム 
特別養護老人ホーム 

軽費老人ホーム 
有料老人ホーム 
介護老人保健施設 

老人短期入所事業を行う施設 
小規模多機能型居宅介護事業を行う施設 
認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設 

その他これらに類するものとして総務省令で定めるもの 

(3) 乳児院 

100㎡未満 
（規則第12条の２第１項及び第2項） 

規則第12条の２第１項で規定するスプリンクラー設備を
設置することを要しない構造か。 はい 

入居者等の利用に供する居室（※１）が避難階のみに存するか。

いいえ 

いいえ 
はい 

壁及び天井の室内に面する部分の仕上げ 

(1)地上に通ずる主たる廊下その他の通路にあっては準不燃材料。

(2)その他の部分にあっては難燃材料でしたものであること。 

いいえ 

居室を壁、柱、床及び天井で区画（※２）し、出入口に戸（随時開くことができる自動閉鎖装置付きものに限る。）

を設けたもので、次の(1)～(5)までの全てに適合するもの。 

(1) 自動火災報知設備の感知器は、煙感知器であること。 

(2) 入居者等の利用に供する居室に、火災発生時に当該施設の関係者が屋内及び屋外から容易に開放することが

できる開口部（※３）を設けること。 

(3) (2)の開口部は、道又は道に通ずる幅員１ｍ以上の通路その他の空地に面したものであること。 

(4) (2)の開口部は、その幅、高さ及び下端の床面からの高さその他の形状が、入居者等が内部から容易に避難す

ることを妨げないもの（※４）であること。 

(5) 入居者等の利用に供する居室から２以上の異なった避難経路（※５）を確保していること。 

介助がなければ避難できない者として総

務省令で定める者を主として入所させる

もの。 ⇒ ６ページ参照

いいえ はい 

いいえ

はい 

設置義務なし 

いいえ 

「特例要件２」 

いいえ 

はい

はい 

「特例要件１」 

いいえ 

スプリンクラー設備又は特定施設

水道連結型スプリンクラー設備 
設置義務あり 

入居者、入所者又は宿泊者（入居者等）の避難に要する時間として消防庁長官が定める方法により算

定した時間が、火災発生時に確保すべき避難時間として消防庁長官が定める時間を超えないもの。 

⇒ ５ページ参照（2014 避難限界時間判定ソフト エクセルファイルにて自動計算できます） 

はい いいえ

はい 

はい 

⇒ ３ページ参照

※１ 居室のうち、職員が使用するための事務室、会議室などを除きます。 
※２ 壁及び天井等により構成されるものをいい、襖、障子、カーテン又はパーティション等により間仕切りされるものはこ

れにあたらないものとします。 
※３ 屋内から直接地上へ通ずる窓、扉その他の開口部で、屋外からの鍵の使用や自動火災報知設備との連動により解錠する

もの等破壊せずに解錠することを想定しています。 
※４ 「掃き出し窓」を想定していますが、その幅、高さ及び下端の床面からの高さについては、当該居室の入居者の避難に

際して器具を使用する場合などを勘案し、避難、救出が容易である大きさ、構造の開口部をいいます。 
※５ 当該防火対象物の廊下や玄関、勝手口を経て屋外へ到達することができる経路と規則第12条の２第２項第２号ロによ

り設けられた開口部を介して屋外へ到達することができる経路をいいます。 

⇒ １１ページ参照

⇒ １２ページ参照

次ページ イメージ図参照 

改正施行令施行（平成２７年４月1日）の際に、現に存する防火対象物か。
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倉庫 居室 共用室居室 居室 

ＳＳＳ Ｓ Ｓ

廊下

屋外

空地（幅員１ｍ以上）

規則第12条の２第２項に規定するスプリンクラー設備を 
設置することを要しない構造イメージ 

（延べ面積100㎡未満） 

入居者等の利用に供する居室が避難階のみ 

（防火区画や居室の数の制限なし。） 

(1) 居室を壁、柱、床及び天井で区画し、出入口に戸（随時開くことができる自動閉鎖装置付きものに限る。）を

設けたもの 

(2) 自動火災報知設備の感知器は、煙感知器であること。 

(3) 入居者等の利用に供する居室に、火災発生時に当該施設の関係者が屋内及び屋外から容易に開放することがで

きる開口部を設けること。 

(4) (3)の開口部は、道又は道に通ずる幅員１ｍ以上の通路その他の空地に面したものであること。 

(5) (3)の開口部は、その幅、高さ及び下端の床面からの高さその形状が、入居者等が内部から容易に避難するこ

とを妨げないものであること。 

(6) 入居者等の利用に供する居室から2以上の異なった避難経路を確保していること。 

(7) 入居者、入所者又は宿泊者（入居者等）の避難に要する時間として消防庁長官が定める方法により算定した

時間が、火災発生時に確保すべき避難時間として消防庁長官が定める時間を超えない。⇒ ５ページ参照

Ｓ 煙感知器 

内装制限をする場合（規則第１２条の２第２項第１号） 

内装制限をしない場合（施行規則第１２条の２第２項第２号）

凡例 

凡例 

壁及び天井の室内に面する部分の仕上げ 

・地上に通ずる主たる廊下その他の通路にあっては準不燃材料 

・その他の部分にあっては難燃材料でしたものであること。 

準不燃材料 

難燃材料 

(1)

(2)(3)

(6)

(4)

廊下

居室 共用室（居室に該当） 居室 居室 倉庫 

二方向避難 
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令別表第１（６）項ロ 

(2) 救護施設 

(4) 障害児入所施設 

(5)

障害者支援施設 

障害者の短期入所施設 

障害者の共同生活援助を行う施設 

令別表第１（６）項ロ 

(1)

老人短期入所施設 

養護老人ホーム 

特別養護老人ホーム 

軽費老人ホーム 

有料老人ホーム 

介護老人保健施設 

老人短期入所事業を行う施設 

小規模多機能型居宅介護事業を行う施設 

認知症対応型老人共同生活援助事業を行う施設 

その他これらに類するものとして総務省令で定めるもの 

(3) 乳児院 

規則第 12 条の２第１項に規定するスプリンクラー
設備を設置することを要しない構造か。 

いいえ 

はい

はい 

１ 特定住戸部分の各住戸を準耐火構造の壁及び床で区画したものであること。 

２ 特定住戸部分の各住戸の主たる出入口が、直接外気に開放され、かつ、当該部分における火災時に生ずる煙を有効

に排出することができる廊下（特定共同住宅等の構造類型を定める件（平成 17 年消防庁告示第 3 号）第 4、(4)に

定める廊下（※））に面していること。 

３ 前２の主たる出入口は、防火戸（廊下と階段とを区画する部分以外の開口部にあっては、防火シャッターを除く。）

で、随時開くことができる自動閉鎖装置付きのもの又は次に定める構造のものを設けたものであること。 

(1) 随時閉鎖することができ、かつ、煙感知器の作動と連動して閉鎖すること。 

(2) 居室から地上に通ずる廊下、階段その他の通路に設けるものにあっては、直接手で開くことができ、かつ、自動

的に閉鎖する部分を有し、その部分の幅、高さ及び下端の床面からの高さが、それぞれ、７５ｃｍ以上、1.8ｍ以

上及び１５ｃｍ以下であること。 

４ 壁及び天井（天井のない場合にあっては、屋根）の室内に面する部分（廻り縁、窓台その他これらに類するものを

除く。）の仕上げを前２の廊下に通ずる通路にあっては準不燃材料で、その他の部分にあっては難燃材料でしたもので

あること。 

５ 前２の廊下に通ずる通路は、次に定めるところにより設けたものであること。 

(1) 居室から廊下に通ずる通路が当該居室以外の居室を通過しないものであること。 

(2) 居室の開口部のうち廊下に通ずる通路に面するものは、随時開くことができる自動閉鎖装置付きの戸（不燃材料

で造られたものに限る。）を設けたものであること。 

６ 居室及び通路に煙感知器を設けたものであること。 

７ 特定住戸部分の各住戸の床面積が１００㎡以下であること。 

介助がなければ避難できない者として

総務省令で定める者を主として入所さ

せるもの。  ⇒ ６ページ参照 

スプリンクラー設備又は特定施設
水道連結型スプリンクラー設備 

設置義務あり 

設置義務なし 

はい いいえ 

いいえ 

※特定共同住宅等の構造類型を定める件（平成１７年３月２５日 消防庁告示第３号） 

第４ 開放型特定共同住宅等 

（４） 廊下は、次に定めるところによるものであること。 

イ すべての階の廊下は、次の（イ）又は（ロ）に定めるところによること。 

（イ） すべての階の廊下は、次のａからｄまでに定めるところによること。 

a 各階の外気に面する部分の面積（廊下の端部に接する垂直面の面積を除く。）は、当該階の見付面積の３分の１を超えていること。

b 外気に面する部分の上部に垂れ壁等を設ける場合は、当該垂れ壁等の下端から天井までの高さは、３０ｃｍ以下であること。 

c 手すり等の上端から垂れ壁等の下端までの高さは、１ｍ以上であること。 

d 外気に面する部分に風雨等を遮るために壁等を設ける場合にあっては、当該壁等の幅を２ｍ以下とし、かつ、当該壁等相互間の距

離を１ｍ以上とすること。 

（ロ） 特定共同住宅等の住戸等で火災が発生した場合に、当該住戸等の開口部から噴出する煙により、すべての階の廊下において、消火、

避難その他の消防の活動に支障になる高さ（床面からの高さ1.8ｍをいう。）まで煙が降下しないこと。 

ロ 外気に面しない部分が存する場合にあっては、当該外気に面しない部分の長さは、６ｍ以下であり、かつ、当該外気に面しない部分の幅員の

４倍以下であること。 

⇒ ３ページ参照

次ページ イメージ参照

特定住戸部分 

（規則第12条の２第１項及び第３項） 

令別表第１(16)項イに掲げる防火対象物（(5)項ロ及び(6)項ロのみの用途に供されるものに限る。）の部分でスプ

リンクラー設備が必要となるもののうち、(6)項ロの部分の延べ面積が２７５㎡未満のもの 



- 10 - 

１ 特定住戸部分の各住戸を準耐火構造の壁及び床で区画したものであること。 

２ 特定住戸部分の各住戸の主たる出入口が、直接外気に開放され、かつ、当該部分における火災時に生ずる煙を有効に排出することが

できる廊下（特定共同住宅等の構造類型を定める件（平成17年消防庁告示第3号）第4、(4)に定める廊下）に面していること。 

３ 前２の主たる出入口は、防火戸（廊下と階段とを区画する部分以外の開口部にあっては、防火シャッターを除く。）で、随時開くこ

とができる自動閉鎖装置付きのもの又は次に定める構造のものを設けたものであること。 

(1) 随時閉鎖することができ、かつ、煙感知器の作動と連動して閉鎖すること。 

(2) 居室から地上に通ずる廊下、階段その他の通路に設けるものにあっては、直接手で開くことができ、かつ、自動的に閉鎖する部

分を有し、その部分の幅、高さ及び下端の床面からの高さが、それぞれ、７５ｃｍ以上、1.8ｍ以上及び１５ｃｍ以下であること。

４ 壁及び天井（天井のない場合にあっては、屋根）の室内に面する部分（廻り縁、窓台その他これらに類するものを除く。）の仕上げ

を前２の廊下に通ずる通路にあっては準不燃材料で、その他の部分にあっては難燃材料でしたものであること。 

５ 前２の廊下に通ずる通路は、次に定めるところにより設けたものであること。 

(1) 居室から廊下に通ずる通路が当該居室以外の居室を通過しないものであること。 

(2) 居室の開口部のうち廊下に通ずる通路に面するものは、随時開くことができる自動閉鎖装置付きの戸（不燃材料で造られたもの

に限る。）を設けたものであること。 

６ 居室及び通路に煙感知器を設けたものであること。 

７ 特定住戸部分の各住戸の床面積が１００㎡以下であること。 

規則第12条の２第３項に規定するスプリンクラー設備を 
設置することを要しない構造イメージ 

（特定住戸部分） 

防

準不燃材料 

難燃材料 

寝室（個室） 

寝室（個室） 
寝室（個室）

バ
ル
コ
ニ
ー

洗面 
・ 
脱衣 

風呂 

マ
ン
シ
ョ
ン
共
用
廊
下

（
開
放
廊
下
）

ト
イ
レ

３（自動閉鎖装置付き防火戸等）

４

５

５

５

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

６

７ 床面積 100㎡以下

準耐火構造 煙感知器 

自動閉鎖装置付き防火戸等（防火シャッターを除く。）

Ｓ

防

凡例 

５ 前２の廊下に通ずる通路
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令別表第１（１６）項イの一部か。

入居者居室が、全て避難階から数え

た階数が３以上の階に存しないか。

入居者居室が、全ての避難階か

ら数えた階数が３以下の階か。

竪穴区画が設置されているなど、下階の

火煙の影響がないと認められる建築物か。

入居者の寝室において、地上又は一時避難場所（※1）への経路が、

地上又は一時避難場所に直接出ることができる次の１及び２の構造

要件を満たす開口部を有すること。（A）

１ 避難階にあっては、 

(1) 入居者等の利用に供する居室に、火災発生時に当該施設の

関係者が屋内及び屋外から容易に開放することができる開口

部（※2）を設けること。 

(2) (1)の開口部は、その幅、高さ及び下端の床面からの高さそ

の他の形状が、入居者等が内部から容易に避難することを妨

げないもの（※3）であること。 

２ 避難階以外の階にあっては、開口部は、その幅、高さ及び下端

の床面からの高さその他の形状が、入居者等が内部から容易に避

難することを妨げないもの（※3）であること。  

どの居室から出火しても、入居者居室から火災室及び火災室に設けら

れた開口部（防火設備であるものを除く。）に面する通路を通過せずに、

避難階にあっては地上、避難階以外の階にあっては当該階の一時避難場

所に至ることができるものであるか。（B）

一時避難場所は、一定の広さ（※4）を有し、救出まで火災の影響を受けずに

留まることができる構造のものか。例えば３階の一時避難場所は、直下階の窓を

防火設備とするなど、救出活動の際に、下階の火災の影響を受けないものか。

（A）、（B）の避難階における開口部及び避難階以外の階における一時避難場

所は、救出のために必要な広さを有する空地等（※5）に面し、かつ、一時避難

場所は、当該空地等の地盤面の階から数えた階数が２の高さ（竪穴区画が設置さ

れているなど、下階の火煙の影響がないと認められる建築物にあっては地盤面の

階から数えた階数が３で、救出に支障のない高さ（※6））であること。

壁及び天井の室内に面する部分の内装仕上げ 

(1) 地上に通ずる主たる廊下その他の通路にあっては準不燃材料としたもの 

(2) その他の部分にあっては難燃材料としたもの 

特例要件１に該当（※７） 特例要件に非該当 

注釈については、特例要件１及び特例要件２共通 

※1 外気に開放された廊下、バルコニー、屋外階段、陸屋根又はこれに類するもので、手すり等の下端から上端までの高さが１．

２メートル以下のものをいいます。 

※2 屋内から直接地上へ通ずる窓、扉その他の開口部で、屋外からの鍵の使用や自動火災報知設備との連動により解錠するもの等

破壊せずに解錠するものをいいます。 

※3 「掃き出し窓」を想定しているものですが、その幅、高さ及び下端の床面からの高さについては、当該居室の入居者の避難に

際して器具を使用する場合などを勘案し、避難、救出が容易である大きさ、構造の開口部をいうものです。 

※4 一の一時避難場所につき最低２平方メートル以上であり、一時避難場所に面する開口部から５０センチメートル以内の部分を

含まず、有効幅員８０センチメートル以上、かつ、一人に対し２平方メートル以上とし、一人を追加するごとに２平方メート

ルを加算して得た広さ以上のものをいいます。 

※5 道又は道に通じる有効幅員（バルコニー先端から隣地境界線又は道路境界線までの距離）が２メートル以上の空地をいうもの

です。 

※6 地盤面から一時避難場所となるバルコニー等の手すり上端までの高さが８メートル以下のものをいいます。 

※７ 「特例基準適用申請書」を２部用意し、確認申請提出先の所轄の消防署等に提出して下さい。 

はい いいえ

はいいいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

はい

はい

はい

はい

特例要件１ 

入居者の利用に供する居室が避難階以外の階に存する場合に居室に防火区画をすることを要しない特例 
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特例要件２ 

入居者居室が避難階以外の階に存する場合に内装の仕上げを準不燃、難燃とすることを要しない特例 

令別表第１（１６）項イの一部か。

入居者居室が、全て避難階から数え

た階数が３以上の階に存しないか。

一時避難場所（※１）は、一定の広さ（※4）を有し、救出ま

で火災の影響を受けずに留まることができる構造のものか。

全ての寝室（入居者の寝室に限る。）の避難階における開口部及び避難階以外の階にお

ける一時避難場所は、救出のために必要な広さを有する空地等（※5）に面し、かつ、一

時避難場所は、当該空地等の地盤面の階から数えた階数が２の高さであること。

延べ面積１００㎡以上か。

特例要件２に該当（※７）特例要件に非該当 

はい

いいえ

はい

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

１ 当該防火対象物又はその部分の居室を準耐火構造の壁及び床で区画したものであること。 

２ 区画する壁及び床の開口部の面積の合計が８㎡以下であり、かつ、一の開口部の面積が４㎡以下であること。 

３ ２の開口部には、防火戸（廊下と階段とを区画する部分以外の開口部にあっては、防火シャッターを除く。）で、

随時開くことができる自動閉鎖装置付きのもの又は次に定める構造のものを設けたものであること。 

(1) 随時閉鎖することができ、かつ、煙感知器の作動と連動して閉鎖すること。 

(2) 居室から地上に通ずる廊下、階段その他の通路に設けるものにあっては、直接手で開くことができ、かつ、

自動的に閉鎖する部分を有し、その部分の幅、高さ及び下端の床面からの高さが、それぞれ、７５ｃｍ以上、

１.８ｍ以上及び１５ｃｍ以下であること。 

４ 区画された部分すべての床の面積が１００㎡以下であり、かつ、区画された部分すべてが４以上の居室を含まな

いこと。

全ての入居者居室は、地上又は一時避難場所（※1）への経路が、地上又は一時避難場所に直接出ることができる次

の１及び２の構造要件を満たす開口部を有すること。  

１ 避難階にあっては、 

(1) 入居者等の利用に供する居室に、火災発生時に当該施設の関係者が屋内及び屋外から容易に開放することが

できる開口部（※2）を設けること。 

(2) (1)の開口部は、その幅、高さ及び下端の床面からの高さその他の形状が、入居者等が内部から容易に避難す

ることを妨げないもの（※3）であること。 

２ 避難階以外の階にあっては、開口部は、その幅、高さ及び下端の床面からの高さその他の形状が、入居者等が内

部から容易に避難することを妨げないもの（※3）であること。  

はい

居室を壁、柱、床及び天井（天井のない場合にあつては、屋根）で区画し、出入口

に戸（随時開くことができる自動閉鎖装置付きのものに限る。）を設けたものか 

自動火災報知設備の感知器は、煙感知器であるか 

はい

はい

いいえ

いいえ

入居者等の利用に供する居室から２以上の異なった避難経路（避難階以

外の階における一時避難場所への避難経路を含む。）を確保していること。

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

いいえ

入居者、入所者又は宿泊者（入居者等）の避難に要する時間として消防庁長官が定める方法により

算定した時間が、火災発生時に確保すべき避難時間として消防庁長官が定める時間を超えないもの 

⇒ ５ページ参照（2014 避難限界時間判定ソフト エクセルファイルにて自動計算できる。） 

※１～５については、前頁参照


